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門真市子ども・子育て支援事業計画について（答申） 

 

 平成 25 年９月２日付け門健福第 443 号にて諮問された標記計画（案）の策定

及び当該計画の推進に係る事項について、当会議を計 11 回開催し慎重に審議を

重ねた結果、本計画案を適当と判断し、別添のとおり答申します。 

 なお、計画の推進にあたっては、審議過程において委員より述べられた意見

や要望等を踏まえた下記の事項について、十分配慮した上で計画に示される施

策について着実に実行されることを要望します。 

 

記 

 

１ 「子どもの最善の利益」の実現について 

  計画の根幹ともなる「子ども・子育て支援新制度」の実施に当たっては、

保護者への「子育て」支援の視点のみならず、新制度の主役である「子ども」

の育ちを最優先し、「子どもの最善の利益」の実現に向け、子どもの視点に立

った各施策の推進に取り組まれたい。 

 

２ 質の高い教育・保育の提供について 

 子ども・子育て支援新制度での柱としても掲げられている「質の高い教育・

保育」を確保するため、各成長段階に応じた必要な教育・保育となるよう適

切な提供に努められるとともに、幼稚園、保育所、認定こども園等、施設及

び事業の形態によって教育・保育内容に差が生じないよう実施されたい。 

  また、当会議において審議を行った「門真市特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の運営に関する基準」、「門真市家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準」の運用に当たっては、教育・保育の質の低下を招かない

よう適切な運用を実施されたい。 
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３ 認定こども園への移行について 

 保護者の幅広いニーズに対応するため、認定こども園への移行の促進に努

められるとともに、とりわけ公立園においては、公立の担う役割として率先

して移行に努められたい。 

 

４ 保護者の多様な就労形態等への対応について 

  本計画は、保護者の就労の有無を問わず、すべての保護者を対象としてい

ることから、支援に当たっては、保護者の就労の有無や就労時間帯により支

援に差が生じないよう平等性の確保に努められたい。 

 

５ 利用者負担について 

 教育・保育施設等の利用者負担額については、国の仮単価の段階での検討

であったため、新制度施行後は見直しについて検討が必要であると考える。

とりわけ２号及び３号認定（保育認定）に係る利用者負担額については、国

基準に対する利用者負担額の状況、１号認定（教育標準時間認定）との均衡、

また近隣市の状況などを踏まえつつ検討されたい。 

 

６ 制度の周知について 

  子ども・子育て支援新制度の制度内容が非常に複雑であるため、当事者で

ある保護者や事業者に対して、新制度施行後も引き続き周知を行うよう努め

られたい。 

 

７ 企業や地域との連携について 

  ワーク・ライフ・バランスの推進や女性の就労支援の実施に当たっては、

企業との連携が不可欠であるため、先行的な取組等について企業への周知に

努めた上で、効果的な施策の推進に努められたい。 

  また、地域における子ども・子育て支援の重要性も高いことから、行政と

地域との連携を強化した上で計画を推進されたい。 

 

８ 教育委員会が一体となった施策の推進について 

  各施策の連続性を確保するため、就学前後の教育や子どもの育ちを途切れ

させないための切れ目のない教育の推進や、放課後の児童の居場所となる放

課後児童クラブの運営に当たっては、学校現場も含め教育委員会が一体とな

って推進に努められたい。 

 



９ 計画の進行管理について 

  計画の推進に当たっては、定期的に進捗状況を把握したうえで、保護者の

ニーズや実態に即した施策展開を実施されたい。とりわけ、数値目標を掲げ

ている事業等については進行管理を徹底し、実情に即した計画の見直しも視

野に入れた実効性のある計画となるよう努められたい。 

 


